
行財政改革プラン　H18 進捗状況一覧

№ 実施項目 具体的取組 関係部署 Ｈ１８ H17評価 H18評価
H18効果額
（千円）

効果額計
（千円）

1
住民の参加・協働
のまちづくり推進
指針（条例）

「参加・協働」についての基本
的な考え方や施策の方向性など
を示す「まちづくり推進指針
（条例）（仮称）」を検討し、
策定します。

総務 検討 ● ● 0 0

2
地域福祉のしくみ
づくりの検討

地域福祉活動を総合的に推進し
ていくための指針「地域福祉計
画」を策定し、実施します。

生活福祉 調査研究 ○ ○ 0 0

3
生涯学習振興計画
の策定

「生涯学習振興基本計画」を策
定し、実施します。

教育 検討 ○ ● 0 0

4
公募推進の指針を作成すると共
に、男女共同参画を推進しま
す。

総務 策定 ○ ● 0 0

5
社会教育委員等に公募制を導入
します。

教育 検討 該当なし ● 0 0

6
大学等の連携の検
討

まちづくりや保健福祉、生涯学
習などの分野で大学等との連携
を検討します。

総務
関係部署 検討 ● ○ 0 0

7
人材登録制度の導
入の検討

専門的な知識や技術を持った人
材を発掘し、登録・活用する制
度を構築します。

総務
調査研
究・検
討

該当なし △ 0 0

8
住民窓口、連絡調
整体制の整備検討

協働を推進する窓口を設置する
と共に連絡調整体制を検討しま
す。

総務
調査研
究・検
討

該当なし ● 0 0

9
ＮＰＯ等を育成・支援する制度
を構築します。

総務 検討 ○ ○ 0 0

10
ＮＰＯ等との協働により、ＩＴ
事業を推進します。

教育 拡大実施 ○ ● 0 0

11
NPO等が事業に主体的に参画で
きる事業を検討し、導入しま
す。

教育 該当なし 該当なし 0 0

12
ＮＰＯ等との協働により、子育
て支援事業を推進します。

生活福祉 継続実施 ○ ○ 0 0

審議会等における
公募、女性委員の
拡大
<関連№18>

ＮＰＯ等との連携
による協働事業の
推進

　この表は、玉城町行財政改革プラン（平成18年3月策定）の取り組みについて、平成18年度までの状況を示し
たものです。

　評価の基準は以下のとおりです。
　　＜評価基準＞
　　　◎…予定を超えて実施できた　　　　　 　○…予定どおり実施できた
　　　●…予定近く実施できた（80%程度）　　　△…予定には及ばなかった（60%程度）
　　　×…実施できなかった
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13
ＮＰＯ等との協働により、環境
事業を推進します。

生活福祉 継続実施 ● ○ 0 0

14 ごみ減量化の推進
破砕不燃残さの減量化・資源化
を推進します。

生活福祉 検討 ○ ○ 0 0

15
住民参加型閉じこ
もり予防事業

社協等と連携し住民参加による
介護予防事業を推進します。

生活福祉 実施 ● ○ 0 0

16
配食サービスボラ
ンティア
<関連№59>

ボランティア等との協働による
配達サービス（安否確認含）を
実施します。

生活福祉 検討・実施 × ○ 0 0

17
子育て支援施設の
運営

ボランティア等との協働による
児童館の運営を行ないます。

生活福祉 検討 ○ ○ 0 0

18
男女共同参画の推
進
<関連№4>

男女共同参画を推進するため男
女共同参画条例（仮称）を策定
します。

総務
調査研
究・検
討

該当なし ○ 0 0

19
住民参加による公
共施設の管理・運
営

公園などの公共施設について、
地域住民との協働による管理運
営を推進します。

総務
関係部署

方針決定 ○ ○ 0 0

20
住民協働支援制度
の検討
<関連：№67>

地域の主体的な活動を支援する
ため、現行補助制度の再構築と
併せて再整備します。

総務 調査研究 該当なし ○ 0 0

21
町民自主企画講座
の推進

町民の自主運営により開催され
る各種セミナーや講座の開講を
支援します。

教育 調査研究 該当なし × 0 0

22 活動拠点の整備

協働事業の推進を図るための活
動拠点（既存施設・空き家含）
について、整備に向け検討しま
す。

総務 調査・検討 該当なし ○ 0 0

23
協働ネットワーク
の整備

協働の推進を図るため、協働の
ネットワークを整備し、活動団
体が連携できる環境を整備しま
す。

総務 調査・検討 該当なし ○ 0 0

24
ボランティア活動
の普及・啓発

ボランティアなどの社会活動に
ついて普及・啓発活動を行うと
ともに、人材の養成に努めま
す。

生活福祉 継続実施 ○ ○ 0 0

25
総合的な行政評価
システムの構築
<関連：№32>

開かれた行政実現のため、総合
的な政策評価制度を導入しま
す。

総務 調査研究 該当なし ● 0 0

26
要望、陳情等の内
容の公表

住民からの要望陳情の内容や、
それに対する検討結果・対応に
ついて公表します。

総務 調査・検討 該当なし △ 0 0
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27
政策意見公募・住
民参画制度の導入

行政の政策決定に住民から広く
意見を求める「ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ（意
見公募)」や、計画段階から参画
を求める「ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｲﾝﾎﾞﾙﾌﾞﾒﾝﾄ
（住民参画）」制度を導入しま
す。

総務 調査・検討 該当なし ○ 0 0

28
迅速な情報公開と
適切な情報管理

高度情報化に対応するため、セ
キュリティポリシーを整備する
とともに、個人情報保護条例に
罰則規定を追記し整備します。

総務 実施 ○ ○ 0 0

29
情報ネットワーク
基盤の活用

住民参画を含め、情報ネット
ワーク基盤（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ、地域ｲﾝﾄ
ﾗ、CATV）を有効に活用しま
す。

総務 検討・実施 ○ ○ 0 0

30
財務、統計データ
の公表

統計調査データを広報・ＨＰに
公表します。

総務 検討 ◎ ○ 0 0

30
財務、統計データ
の公表

統計調査データを広報・ＨＰに
公表します。

農林商工 検討 該当なし ○ 0 0

31
例規集のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
への掲載

例規集冊子を廃止し、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
へ掲載します。

総務 検討・実施 ○ ● 500 632

32
事務事業評価の実
施
<関連：№25>

総合行政評価システムに基づ
き、業務の適正化を図るため、
事務事業評価制度を検討し、実
施します。

総務 検討・実施 ○ ● 0 0

33
各種委員の報酬等
の見直し

各種委員会のあり方や委員報酬
などについて、見直しを行いま
す。

総務
関係部署 検討 ● ● 0 0

34
各種広域団体等負
担金の見直し

町が構成員となっている各種団
体の負担金について、その必要
性を検証し見直します。

総務
関係部署 見直し 該当なし ○ 0 0

35

各種届出や証明書の発行などの
手続きを一ヶ所で行える「総合
窓口」の設置を検討し、開設し
ます。

総務
関係部署 検討 ○ ○ 0 0

36
複数の部署にまたがる業務につ
いて統廃合を検討し、実施しま
す。

総務
関係部署 実施 ○ ○ 0 0

37
水道メーターの検
針回数の見直し

水道事業の維持管理業務の全面
委託及び、検針回数の見直しに
ついて、検討します。

上下水
調査研
究・検
討

● ● 0 0

38 支払通知書の廃止
口座振替の支払通知書の廃止を
検討し、実施します。

出納室 実施 ○ ○ 400 400

39
口座振替領収書郵
送の廃止

町税等の口座振替領収書を廃止
します。

税務住民
関係部署 実施 ○ ○ 650 650

関連業務の統合
<関連№69,76>
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40
玉城病院運営の健
全化

地方公営企業法の全部適用等に
ついて、導入に向け検討しま
す。

病院老健

調査研
究・検
討

● ● 0 0

41
社会福祉協議会等
への委託の検討

地域福祉分野の業務について、
社会福祉協議会等への業務委託
を検討し、拡大を図ります。

生活福祉 検討 ● ○ 0 0

42
水源地運転管理業
務

水源地運転管理業務の全面委託
化について検討します。

上下水
調査研
究・検
討

● ● 0 0

43
水道事業の維持管
理業務全面委託化
の検討

水道事業の維持管理業務の全面
委託化について検討します。

上下水
調査研
究・検
討

● ● 0 0

44
処理場運転管理業
務

処理場運転管理業務の全面委託
化について検討します。

上下水
調査研
究・検
討

● ● 0 0

45
玉城病院給食の委
託化

玉城病院の給食業務について、
委託化を検討し、実施します。

病院老健 検討・実施 ○ ○ 7,094 12,336

46
電子申請届出シス
テムの利活用

他の市町と共同し、電子申請シ
ステムの利活用を進めます。

総務 検討 ● ● 0 0

46
電子申請届出シス
テムの利活用

他の市町と共同し、電子申請シ
ステムの利活用を進めます。

税務住民 検討 △ △ 0 0

47
新たな住民記録等
電算システムの導
入

外国人登録に関する新たな電算
システムを導入します。

税務住民 該当なし ◎ 320 320

48 文書管理の電子化
文書管理の電子化を積極的に進
めます。

総務
グループ
ウェア更
新

○ ○ 0 0

49
庁内各種システム
の一元化の推進

各種システムの保守管理費（経
常経費）の軽減を図ります。

総務 検討 ○ ○ 0 0

50
情報セキュリティ
対策の推進

情報セキュリティ対策基本方針
に基づき推進します。

総務
関係部署

順次実施 ○ ○ 0 0

51
総合データバンク
システムの利活用

総合データバンクシステム（各
種健診結果・予防接種歴などを
システムで管理）の利活用を図
ります。

生活福祉 実施 ○ ○ 0 0

52 公共施設の再編

公共施設の状況について点検
し、個々の施設毎に検討し、必
要に応じ民間委託等を実施しま
す。

総務
関係部署 検討 ○ ○ 0 0
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53
指定管理者制度の導入について
検討し、導入します。

総務
関係部署

検討
一部実施 ○ ○ 0 0

54
中央公民館、社会体育施設等の
指定管理者制度の導入について
検討し、実施します。

教育 検討 該当なし ● 0 0

55
新たな公共施設などを建設する
場合は、民間資金を活用するＰ
ＦＩ事業の導入を検討します。

総務
関係部署 検討 ● ● 0 0

56
図書館・資料館建設にあたり、
ＰＦＩ事業の導入を検討しま
す。

教育 該当なし 該当なし 0 0

57
地域集会施設の管
理運営方法の見直
し

地域集会施設を自治区などが自
主的に管理運営する制度につい
て検討し、実施します。

総務 検討 ○ ● 0 0

58
総合バス交通体系
の検討

交通路線確保と利便性向上を図
るため、町内公共交通機関の体
系について検討します。（三重
交通・玉城線、福祉バス等）

総務
生活福祉 検討 ○ ○ 0 0

58
総合バス交通体系
の検討

交通路線確保と利便性向上を図
るため、町内公共交通機関の体
系について検討します。（三重
交通・玉城線、福祉バス等）

生活福祉 検討 該当なし ○ 0 0

59
配食サービスの見
直し
<関連№16>

高齢者の自立や在宅生活の維持
についての有効性を検証し、見
直します。

生活福祉 検討・実施 × ○ 0 0

60 敬老年金の検討
敬老年金のあり方・方法などに
ついて検討し、実施します。

生活福祉
温泉券配
布につい
て見直し

○ ○ 0 0

61
地域包括支援セン
ターの活用

福祉全般の総合相談窓口として
一元化を図り、介護予防事業を
実践します。

生活福祉 実施 ○ ○ 0 0

62 教育 検討 該当なし ○ 0 0

63 農林商工
実施
（宮一改
良区）

● ○ 0 0

64 公共コストの縮減
公共工事及び業務委託等におけ
るコストを検証し、コスト削減
策を講じます。

総務
関係部署

検討・実施 ○ ● 0 0

指定管理者制度導
入に伴う検討

ＰＦＩ事業導入の
検討

町が事務局を担っ
ている団体のあり
方の検討

町が事務局を担っている団体に
ついて、団体による自主的な運
営を促進します。
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65
入札・契約制度の
改善

多様な入札制度の調査研究を行
い、公平・公正性の高い制度を
導入します。また、請負・委託
業務の第三者機関による成績評
定制度の導入を検討します。

総務
調査・検
討
適宜実施

● ○ 0 0

66
入札結果の公表に
ついて

入札結果について、町ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
へ掲載します。

総務 検討・実施 ○ △ 0 0

67
団体への町の単独
補助金の見直し
<関連№20>

各種団体（自治区含む）に対す
る運営費補助金については、各
団体の実態を踏まえ、原則とし
て廃止の方向で段階的に見直し
ます。事業費補助については、
制度の適正化を図ります。

総務
関係部署

調査・検討 該当なし ○ 0 0

68
人材育成基本方
針・計画の策定

総合的な人材育成を図るため、
人材育成方針を策定し、同計画
を推進します。

・自己啓発の促進
・自己申告制度の導入 など

総務 実施 ○ ● 0 0

69
チーム・グループ
の見直し
<関連№35,36,76>

総合窓口の設置と併せて、簡素
で効率的な組織を目指し見直し
を行ないます。

総務 検討・実施 ○ ● 0 0

70 職制の見直し
組織の簡素化及び意思決定迅速
化のため、職階・職制を見直し
ます。

総務 実施 ○ ● 0 0

71
事務決裁規程等の
見直し

現統轄、責任者の権限を拡大
（庁内権限移譲）し事務の効率
化を図ります。

総務 実施 ○ ● 0 0

72 用務員の委託化
シルバー人材センター等への委
託を推進します。

総務 実施 ○ ○ 16,500 16,500

73
電算システム情報
管理の充実

情報管理を強化するため地域情
報化計画を策定し、実行しま
す。

総務
関係部署 策定 ● △ 0 0

74
人材育成基本方
針・計画の策定
（再掲）

・各種研修事業の活用
・民間業務研修の導入
・人事交流事業の推進　など

総務 実施 ○ ● 0 0

75 スタッフ制の検討
緊急課題や新規課題へ対応する
ためスタッフ制の導入について
検討します。

総務
課題に応
じ検討 ○ ● 0 0

76
変則的勤務形態の
検討
<関連№35,36,69>

「7時まで業務」について検証
し、業務別フッレクス勤務時間
の導入等を検討します。

総務
組織機構
に合わせ
て実施

○ ● 0 0
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№ 実施項目 具体的取組 関係部署 Ｈ１８ H17評価 H18評価
H18効果額
（千円）

効果額計
（千円）

77
定員管理適正化計
画の策定

事務事業の見直し、民間委託、
権限移譲、嘱託職員の活用など
総合的に勘案し、別途「定員管
理適正化計画｣を策定し、定員管
理の適正化に取り組みます。

  H17.4.1職員数１９３名
　　　（うち公営企業：56人）
  H22.4.1目標職員数１７７名
　　　（うち公営企業：56人）

  『削減目標職員数１６名（△
8.3％）』

総務 実施 該当なし ● 2,572 30,658

78
早期希望退職制度
の実施

職員の新陳代謝の促進及び行政
の能率的な運営を図るため、制
度を実施します。

総務
必要に
応じ実
施

○ △ 0 0

79
中途採用制度の検
討

専門職、民間経験者の確保な
ど、組織の活性化を図るため、
「中途採用制度（経験者採用制
度）」の導入を検討し、実施し
ます。

総務
必要に
応じ実
施

○ △ 0 0

80
特別職等の給与・
手当ての適正化

特別職等の給与等の抑制・適正
化に努めます。
・H17：特別職給与5％削減

総務

検討・実
施
（特別職
報酬審議
会）

○ ○ 2,121 4,242

81
職員の給与体系の
見直し

年功的な給与表を見直し、職
務・職責に応じた構造に転換を
図り、勤務評価を実施します。

総務 実施 ○ ○ 0 0

82
希望降任制度の導
入検討

希望降任制度の導入を検討し、
実施します。

総務 調査・検討 ○ ● 0 0

83 管理職手当の削減

管理職手当を見直します。
　・定額制の導入
　　　統　轄40千円/月
　　　責任者30千円/月

総務 実施 ○ ○ 2,006 4,012

84
時間外勤務手当の
縮減

時間外勤務手当の縮減に努めま
す。
・職員の給料総額の４％を目標

総務 実施 ○ ○ 3,787 7,804

85
特殊勤務手当の見
直し

手当ての内容及び支給額につい
て再度ゼロベースから見直しを
行います。
＜現行＞
町税徴収事務280円/日，伝染病
防疫作業280円/日，野犬捕獲等
作業280円/回，広報編集委員
3,000円/月

総務 検討・実施 ● ● 0 0

86 退職手当の抑制

退職手当の抑制を図ります。
・20年以上勤続し退職した場合
の退職時特別昇給を廃止しま
す。

総務 実施 ○ ○ 0 0
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№ 実施項目 具体的取組 関係部署 Ｈ１８ H17評価 H18評価
H18効果額
（千円）

効果額計
（千円）

87
高齢層の昇給の見
直し

17年度 昇給停止年齢を58歳か
ら57歳に改めます。
18年度以降は国公準拠としま
す。

総務
⇒

（国公準
拠）

○ ○ 0 0

88 住宅手当の廃止
職員の住宅環境等を勘案し、住
宅手当をH17から廃止します。

総務 実施 ○ ○ 2,322 4,644

89 通勤手当の見直し

職員の通勤状況等を勘案し、通
勤手当を見直します。
・6ｋｍ未満は廃止、定期は6ヶ
月分で支給。

総務 実施 ○ ○ 3,493 6,986

90 旅費の見直し

旅費を見直します。
・県外日当（日額3,000円）廃
止
・宿泊代15,000円定額支給⇒
10,000円実費支給。

総務 実施 ○ ○ 940 1,131

91
福利厚生費の見直
し

福利厚生費について見直しま
す。

調査 検討・実施 ○ ○ 1,158 1,158

92 法定外税の研究
法定外税の導入について調査研
究します。

総務
関係部署

調査研
究 ○ ● 0 0

93
徴収部門の連携強
化

効率的で実効性のある徴収事務
を進めるため町税等滞納整理機
構による事業展開を図ります。
また、コンビニ収納などによる
収納機会の拡大など利便性向上
に努めます。

総務
関係部署

検討・実施 ○ △ △11,288 △ 4,454

94
町税滞納者に対す
る行政サービス制
限

納税を促すための措置として、
行政サービスの制限処置につい
て検討し、実施します。

生活福祉
関係部署

検討・実施 ● ○ 0 0

95 企業誘致の推進

町の環境にあった産業分野の企
業誘致の推進を図ります。
・工場適地の確保
・税金等の優遇措置の検討
　など

農林商工 調査・検討 ● ○ 0 0

96 町広報の充実
有料広告の掲載等の可能性につ
いて検討し、実施します。

総務

検討・実
施
（有料広
告掲載）

○ ○ 176 289

97
企業会計手法の導
入

企業会計的手法による財務諸表
（バランスシート等）を作成し
ます。

総務
一部実施
（普通会
計）

◎ ○ 0 0

98

受益が特定される行政サービス
により直接利益を受ける者の負
担のあり方について、受益者負
担の適正化を図ります。

総務
関係部署

調査・検討 該当なし ○ 0 0

99
予防接種の受診体制と料金体制
について見直しを行います。

生活福祉 実施 ○ ○ △６８６ △ 686

使用料等の見直し
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№ 実施項目 具体的取組 関係部署 Ｈ１８ H17評価 H18評価
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100 減免制度の見直し

受益が特定される行政サービス
により直接利益を受ける者の負
担のあり方について、全庁的に
見直しを行い、受益者負担の適
正化に努めます。

総務
関係部署

調査・検討 該当なし ○ 0 0

101
ごみの有料化の検
討

ゴミの有料化について、ごみ減
量化対策と応分の負担という観
点から検討し、実施します。

生活福祉 調査・研究 ● ○ 0 0

102 町有財産の処分
遊休未利用地の調査を行い、町
有地について売却を含めた有効
活用を検討します。

総務 調査・検討 ◎ ○ 1,110 1,810

103 長期借入金の抑制
町債残高を確実に減らしていく
ため、町債の発行額を元金償還
額の範囲内で抑制します。

総務 実施 ◎ ○ 491 982

104 公債費の抑制

事業スケジュール等見直し、建
設事業の重点化、公共工事のコ
スト縮減等を進め、普通建設事
業に伴う町債発行限度額を抑制
します。

総務 検討・実施 該当なし ○ 0 0

105 政府資金等の借換
高利な政府資金等借換実施を要
請していくと共に民間資金の借
換を要請します。

総務 実施 ○ ○ 0 0

106 一時借入金の抑制
資金計画の徹底による資金調達
の一時借入金縮減により利子の
節減を図ります。

出納室 実施 ○ ○ 0 0

107
財政調整基金の積
立

基金条例に基づく余剰金の一定
額を確保するため、徹底した執
行経費の節減を実行します。ま
た、予算積立について検討し、
実施します。

総務

「予算積
立」は、
状況によ
り実施

◎ × △5,480 △ 4,920

108
経常一般財源の確
保

・町税等の収納率の一層の向上
・保有資産の有効活用（貸付対
価の適正化、不用財産の売却な
ど）
・地方交付税、国庫補助金等の
財源の確保
・使用料及び手数料について、
受益者負担の適正化
・必要に応じ、特定目的基金等
の柔軟な活用

総務 適宜実施 該当なし ○ 0 0

109 経常経費の抑制

・人件費の抑制
・繰出金の抑制（下水道・病院
など）
・物件費、維持補修費、補助費
などの抑制
・公共コスト縮減
・適正な入札の実施
・公債費の抑制

総務 適宜実施 該当なし ○ 0 0
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110

度会土地開発公社
の健全化に努めま
す。

度会土地開発公社の経営健全化
について抜本的な見直しを行
い、適宜実施します。

総務 適宜実施 ● ● 0 0

111
計画的財政運営の
確立

中長期的財政収支計画を作成し
公表します。

総務 実施 ○ ○ 0 0

45,640 84,494効果額計⇒

行財政改革プラン実施計画　＜Ｈ１８ 進捗状況＞
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系列1 500 8,464 34,899 1,777 

住民参画の推
進

業務の見直し
行政組織の見

直し
財政の健全化

ご不明な点や詳しいことは、下記

までお問い合わせ下さい。

問合せ先：役場　総務課
電話　0596-58-8200
FAX　0596-58-4494
E-mail soumu-t@town.tamaki.lg.jp
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